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ドイツ倒産法の近時のアップデート 
執筆者：石川 智也、ドミニク・クルーゼ、吉村 充弘、マクシミリアン・レンツ 

 

I. 概要と背景 
 

 2021 年 1 月 1 日、わずか数週間の議会審議を経た後、いわゆる「事業再建及び倒産法の更なる発展に関する法律

(SanInsFoG)」によって、ドイツ倒産法に重大な変更が加えられました。また、2019 年 6 月 20 日の指令(EU)第 2019/1023 号により

国内移行が義務付けられた全く新たな倒産前事業再建措置(「企業の安定化及び事業再建のための枠組みに関する法律

(StaRUG)」)に加えて、ドイツの立法者は、COVID-19パンデミックの影響を受ける企業への圧力を緩和することを目的として、2020

年前半に導入された規則の一部を修正する改正を行いました。 

 

II. 新たな事業再建手続 
 

 新たな措置は、現在のパンデミックを原因とするものに限らず、財政状態の良くない存続可能な企業が支払不能に陥るのを防ぐ

ことを目的として、米国の破産手続(チャプター11)、英国のスキームオブアレンジメント(Scheme of arrangement)、及びドイツの既

存の倒産計画手続のコンセプトや発想を活用し、デット・エクイティ・スワップ(DES)その他の会社法上の措置等柔軟な倒産前事業

再建について、企業に一連の選択肢を提供するものです。 

 

 新たに創設された倒産前事業再建措置の要点は以下のとおりです。 

 

・ 一定の状況下においては、企業は、裁判所の関与なしに、私的事業再建の実施を選択することができます。注目すべき実

務上重要な例外は、執行手続の猶予(下記参照)がなされる場合、又は少数債権者が事業再建措置に異議を申し立てる場

合です。 

・ この手続を利用可能なのは、危機の初期段階、すなわち「差し迫った支払不能」が生じている企業に限られます。ドイツ倒産

法(InsO)第 18 条において、「差し迫った支払不能」(drohende Zahlungsunfähigkeit)とは、債務者が 24 ヶ月以内に支払不能に

陥る可能性が高いことと定義されています。 

・ ほとんどすべての類型の債権者及び株主の債権及び権利は、事業再建措置の対象となり得ます。重要な例外は、従業員
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債権、不法行為及び故意行為に基づく請求、国家による制裁要求(Staatliche Sanktionsforderungen)です。債権者は様々な

類型に分類されます。また、金銭債務に係る債権者等特定の類型の債権者に射程を限定して事業再建を行うことも可能で

す。 

・ 事業再建に関する決定は、関連する類型の債権者の間で、4 分の 3 の多数によって行われます。また、「Cross-Class 

Cram-Down」、すなわち、債権者の類型のうち多数が事業再建に賛成し、その後、裁判所が事業再建に反対する類型の債

権者を事業再建計画に従わせることができるという手続を用いることにより、反対する類型の債権者を投票から排除するこ

とも可能です。「Cross-Class Cram-Down」は、債権者の類型が 2 つしか設定されていない場合にも、利用することができま

す。 

・ 企業と関連する債権者との間の契約は修正可能です（例えば、債権の減額又は弁済期の延期)が、特例的に解除されるこ

とはありません。 

・ 裁判所は、最大 3 ヶ月から 4 ヶ月の執行手続の猶予を命じることができます。この猶予期間は、事案毎の状況に応じ、最長

8 ヶ月まで延長することができます。 

・ 一般的に、企業の新たな資金調達のために発行される有価証券は、無効とされるリスクがありません

(Insolvenzanfechtung)。資金調達分の返済自体は事業再建計画の履行の一部としてなされるものではないため、資金調達

分の返済はこの優遇措置の対象となるものではありません。株主ローンその他これに類似する請求権および証券は、優遇

措置の対象とはなりません。 

・ 裁判所は、(i)消費者、中小企業が影響を受ける場合、(ii)執行手続の猶予を許可する場合、又は(iii)事業再建が一部の類型

の債権者のみを対象とする場合には、事業再建担当オフィサーを任命することができます。事業再建担当オフィサーは、管

理及び調停における独立した仲介者としての役割を果たします。 

・ 全ての債権者(従業員等、法律によりその債権が事業再建措置の対象から除かれている債権者を除きます)の債権が影響

を受ける場合、及び事業再建が多様な利害関係を有する多様な債権者を対象とする場合、債権者委員会が組織されること

があります。一定の状況下において、債権者委員会は事業再建担当オフィサーを指名することができ、裁判所は、原則とし

て指名された者を任命しなければなりません。さらに、債権者委員会は、従業員等事業再建手続の対象とならない債権者を

構成員とすることができます。 

・ 2022 年 7 月 17 日には、ドイツにおける事業再建手続を他の EU 加盟国が欧州倒産規則に基づき承認することの促進を目

的として、事業再建の公表に関する追加的な規則が発効する予定です(現在、新たな事業再建措置は欧州倒産法制の適用

対象となっていません。)。 

 

III. 倒産法の変更 
 

 StaRUG の制定とは別に、SanInsFoG は、DIP 型の手続(Eigenverwaltung)その他ドイツ倒産法に基づく既存の規則にも一部変更

を加えています。最も重要な変更点は以下のとおりです。 

 

・ 企業による新たな倒産前事業再建の選択肢(上記参照)の利用を促すために、企業が DIP 型倒産手続(Eigenverwaltung)を

行うにあたっての規制が強化されました。現在では、申立人企業が作成した 6 ヶ月先までを対象とする詳細な計画を裁判所

が承認することが必要です。 

・ 支払不能に陥った企業の経営陣が企業のために倒産申請を行う期限は、3 週間から 6 週間に延長されます。 

・ これまで様々な法令に散在してきた支払禁止(verbotene Zahlungen)に関する規則が、1 つの節にまとめられています。 

・ 企業の債務超過(Überschuldung)は、現在、この先 12 ヶ月の見通しに基づいて判断されることとなりました(これまでのように

24 ヶ月ではありません)。債務超過が COVID-19 による危機に関連する場合、この期間はさらに 4 ヶ月に短縮されます。 

・ 2021 年 1 月末までは、企業が政府からの財政支援を申請したけれども、(i)当該支援をまだ受けておらず、かつ(ii)その結

果、債務超過状態にある場合、当該企業は倒産申立義務の免除の対象となります。この倒産申立義務の執行停止は、現

在ドイツ連邦政府及び州政府によって議論されている COVID-19 に関する救済措置の継続の結果として、4 月末まで延長さ

れる可能性があります。 

 



 

当事務所では、ヨーロッパでの実務に強みを持つ弁護士が、各国のリーディングファームとの友好的なネットワークも活用して、ヨーロッパ全域におけ

る、M&A、ファイナンス、紛争解決、労働、GDPR を含むデータプロテクション、IP、消費者保護法制、外国投資その他広範な分野の問題点につき、ワン

ストップのリーガルサービスを提供しています。 
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IV. 今後の見通し 
 

 全体的に見ると、新たな事業再建制度は、苦境にある企業に対し事業の継続に向けたより多くの選択肢を提供し、かつドイツに

おける事業再建において近時見られた外国の法制度を迂回する傾向に歯止めをかけることにより、ドイツの倒産法の枠組みを国

際的な水準に引き上げることに向けた有益な一歩であるといえます。既存の規則(その一部は過去 1 年以内に成立したもの)に対

する様々な変更を通じて、ドイツの立法者は、COVID-19 パンデミックが企業に対し現時点でもたらし、あるいは将来的にもたらし

うる影響を認識し、またそれらの影響に懸念を抱いているだけでなく、短期間に法令を改正し、（事業を行う上での）現実に符合さ

せることができ、また符合させる決意を有していることを示したともいえるでしょう。 
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